
  
 

２００８年１２月２２日 
日 本 郵 政 株 式 会 社 
郵 便 局 株 式 会 社 

 
名駅一丁目１番地区における「まちづくり基本構想」について 

 

 日本郵政グループの日本郵政株式会社（東京都千代田区、取締役兼代表執行役社長 西川善文）

及び郵便局株式会社（東京都千代田区、代表取締役会長ＣＥＯ 川茂夫）は、隣接地を所有する名

工建設株式会社および名古屋鉄道株式会社と各々が所有する敷地（「北地区」）において共同開

発計画に関する検討を進めているところですが、周辺地区を含めた名駅一丁目１番地区のより良

いまちづくりの実現に向けた名古屋市の意向を受け、隣接地区を所有する東海旅客鉄道株式会社

と連携し、同社が所有する敷地（「南地区」）を加えた名駅一丁目１番地区のまちづくりにおけ

る基本構想をとりまとめましたのでお知らせします。 

 引き続き、北地区事業者 3 者は、両地区にてとりまとめた基本構想を基に、名古屋市等の関係

各機関のご指導を頂きながら、名古屋市が策定した「名古屋市都心部将来構想」に即したまちづ

くりの実現と名古屋駅北部エリアの更なる発展に向け、今後、計画を具体化すべく南地区事業者

とともにさらに検討を進めてまいります。 

 

１．名駅一丁目１番地区における「まちづくり基本構想」 

（１）歩行者ネットワーク形成と賑わいづくりのため、名古屋駅から地区を南北に貫通する

安全で快適な歩行者通路を整備。 

（２）歩行者通路整備と併せ、交通の結節点としてのターミナル機能強化と利用者の利便性

向上を目指して、バスターミナルを地上 1階レベルに集約整備。 

  （３）国際都市名古屋の玄関口にふさわしい多様な都市機能の集積により、利便性の高い複

合施設を開発し、名古屋駅周辺地区の更なる賑わいと活力を創出。 

  （４）建物内外の広場空間等に、適切な規模の緑化を図る等して、環境にやさしいゆとりと

潤いのある魅力的な都市空間を形成。 

２．その他 

今後、計画を具体化するにあたって、周辺の環境に留意しつつ、環境影響評価を行います。 

以 上  

【報道関係の方のお問い合わせ先】 【報道関係以外の方のお問い合わせ先】 
日本郵政株式会社  
経営企画部門 
ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ部（報道担当） 
電話：（直通）03-3504-4162 

日本郵政株式会社  
CRE部門 不動産企画部  
   
電話：（直通）03-3504-4331 



参考 

事業名称 名駅一丁目１番計画（北地区） 【参考】名駅一丁目１番計画（南地区）

事業者 
日本郵政グループ 

名工建設株式会社 

名古屋鉄道株式会社 

東海旅客鉄道株式会社 

事業予定地 
（下図参照） 

名古屋中央郵便局名古屋駅前分室敷地

（旧名古屋中央郵便局） 

及びその隣接地 

現名古屋ターミナルビル敷地 

敷地面積 
（建築基準法） 約 12,200㎡ 

約 85,000㎡（ＪＲ名古屋駅等を含む）
※事業予定地の敷地面積は 11,500㎡ 

建物用途 事務所、郵便局、商業施設 

バスターミナル、駐車場 

事務所、ホテル、商業施設 

バスターミナル、駐車場 

延べ面積 約１９万㎡ 約２８万㎡ 

スケジュール 
（目標） 平成２４年度中に完成 平成２９年度までに順次開業 

※ 上記規模等については、環境影響評価に使用するものであり、関係行政機関等との調整により
変更する可能性があります。 

 
事業予定地（位置図） 

 
 
 

北地区 
※本事業計画範囲 

（参考）南地区 
※ＪＲ東海事業計画範囲


